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1．はじめに 

建設廃棄物は、今後解体建築物の増大が見込まれるこ

とと、最終処分場の逼迫などにより、発生抑制、リサ

イクルの促進が急務となっている。2000 年には、建設

リサイクル法が制定され、現在分別・リサイクルが義

務づけられているのは、コンクリート塊、アスファル

ト、建設発生木材である。これらは、建設廃棄物の大

部分を占め、リサイクルによる減量効果が高いこと、

分別・リサイクル手法が確立しているため対象となっ

ている。 

一方、建設混合廃棄物のリサイクル率は９％にすぎ

ず、建設廃棄物の全体のリサイクル率の８割に比べ、

大幅に低い状況にある。例えば、建設混合廃棄物に含

まれる衛生陶器類は、コンクリート、ガラスと比較し

て粉砕費用が高く、具体的な活用方法が見出せない。

そこで、本研究では建設混合廃棄物の発生に関する将

来推計を行う。これは、今後建設混合廃棄物の分別・

リサイクルの実現可能性を詳細に分析していくために

欠かせない情報である。 

 

2．推計方法 

本研究における推計フローを、図 1に示す。推計の

対象地域を、北九州市全域とする。 

北九州市の解体床面積の予測の際、最も詳細な個別

データとして固定資産台帳(1998)があるが、経年変化

情報がとれない。そこで、固定資産概要調書(1993～

2004)により、滅失床面積の経年統計データを用い､構

造種別、用途別の寿命分布を求める 1）2）。そして得られ

たデータを使い、残存床面積・棟数を推測する３）。 

得られた解体床面積または棟数に、混合廃棄物の中

の具体的な発生源単位を乗じすることで、発生量に関

する将来予測を行なう。 
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図１ 建設混合廃棄物の発生量の将来推計フロー 

：衛生陶器の例 

 

3．解体床面積の将来推計 

3.1 手法 

残存率を求める場合、以下の手法が小松らの研究１）

により示されている。 

建築物の寿命推計の基礎理論 

R（t）：残存率関数…着工後時間ｔを経た建物群で残

存している建物の割合  
対数正規分布（パラメータ：μ,σ） 
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固定資産概要調書により区間残存法にてμ、σの値

を求め、北九州市における現存床面積を算出する１）。 

また、橋本らの研究３）により、（１）式を使い求めた、

Ｒ(t）：残存率、ｆ(t)：故障密度を次式に値を入れて

将来の解体床面積を推測する。 

{ }　・・・（２）
Ｒ　

Ｇ
Ｄ ∑ ∑

≤ −≤≤

−×+








−×=
1-kj 1

k )()()(
j)-(i

(j) (i)
ijk

jifjejif

D(i)：i 年の解体床面積 

Gｋ(j)：k 年における j年築の現存床面積 

ｅ(j)：j 年の新築床面積 

今回、1998 年の固定資産台帳のデータを使用してい

るためｋ＝1998 とする。 

 上式の右辺第一項は(k-1)年以前に建てられた建物

の除去量を表しており、k年における建築別現存床面積
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と建築寿命分布関数か既知であれば、k年以前の着工床

面積の統計資料は不必要となる。右辺第二項は、k年以

前に建てられた建物の除去量を表している。ただし、

今回は第二項の部分の推計を行っていない。 

 

3.2 結果 

得られた結果を以下に図示する。 

 図２は、北九州市の木造専用住宅の生存率関数、図

３は、同じく故障率関数、図４は、同じく解体軒数を

示している。 
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図２ 北九州市における木造専用住宅の生存率関数の

推計結果 
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図３ 北九州市における木造専用住宅の故障率関数の

推計結果 
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図４ 北九州市における木造専用住宅の解体軒数の推

計結果 

 

4．混合廃棄物の分別収集量の推計：衛生陶器の例 
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図５ 衛生陶器における和式から洋式の変遷 

次に、残存率床面積または棟数を用い、分別対象廃

棄物の発生量予測を行なう。図５は衛生陶器における

製品の変遷を表しているが、このような変化から年代

別普及データをもとに加重平均をすることで、床面積

または棟あたり発生原単位を求める。これに、床面積

または棟数を乗じ、さらに分別可能性係数を乗じるこ

とで、分別収集量が算出できる。 

 

5．今後の課題 

今回使用した固定資産台帳のデータには、構造およ

び用途のデータが欠落している割合が全体的に 1割程

度あった。その統計処理は今後の課題として残された。 

 さらに以下のような課題が挙げられる。 

・式(２)において今回は比較的短期間の推計であるた

め第二項を省いたが、より正確を期すためには第二項

を入れた推計を行なう必要がある。 

・得られた発生量をもとに、輸送過程、リサイクル過

程を含めた LCA、LCC を行うことによる環境面、経済

面からの分別・リサイクルの実現可能性、再資源化施

設の最適配置を算出すること。 

・推計地域を拡げた評価を行うことで、リサイクルの

最適範囲を求めること。 
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